
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（ａ）あらかじめ作成された問合せ例及び該問合せ例に対する回答例を表示順位を決定す
るための優先情報とともに登録するデータベースを備えるサーバと、
（ｂ）前記問合せ例及び回答例を表示する表示装置を備えるオペレータ端末とを有し、
（ｃ）前記表示装置は前記問合せ例及び回答例を優先情報に従って表示する

ことを特徴とするコ
ール受付システム。
【請求項２】
前記要注目情報は、所定期間が経過すると一般情報に切り換えられる請求項 に記載のコ
ール受付システム。
【請求項３】
前記要注目情報は、利用数が所定数以上減少すると一般情報に切り換えられる請求項 に
記載のコール受付システム。
【請求項４】
前記表示装置は、受け付けた問合せ及び回答を入力する受付入力部と、前記問合せ例及び
回答例を表示する情報表示部とを備える請求項１ に記載のコール受付
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コール受付シ
ステムであって、
（ｄ）前記問合せ例及び回答例は、利用頻度によって変化しない最優先の優先情報が与え
られ、常時表示される要注目情報と、該要注目情報に与えられる優先情報より低く、利用
頻度によって変化する優先情報が与えられる一般情報とに分けられる

１

１

～３のいずれか１項



システム。
【請求項５】
前記優先情報は所定期間の利用数に応じて変更される請求項１ に記載
のコール受付システム。
【請求項６】
前記優先情報は所定期間の利用数と前回の平均利用数との平均である２期間平均利用数に
よって決定される請求項１～ のいずれか１項に記載のコール受付システム。
【請求項７】
前回の平均利用数がない場合には、今回の利用数を２期間平均利用数として記憶する請求
項 に記載のコール受付システム。
【請求項８】
特定の加算適用時期である場合には、所定の利用数を加算して表示順位を上げる請求項
～ のいずれか１項に記載のコール受付システム。
【請求項９】
前記回答例にランクを設け、前記加算適用時期である場合に前記ランクに応じて加算を行
う請求項 に記載のコール受付システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、コール受付システムに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、電話による問合せを受け付けるコールセンタにおいては、企業等の提供するサービ
ス、製品等に関する顧客からの様々な問合せ、相談等を受け付けて回答するようになって
いる。この場合、コールセンタのオペレータは、前記問合せ、相談等の内容に応じて、前
記企業等の業務内容、前記サービス、製品等の説明等が記載された各種資料を参考にしな
がら、顧客からの電話による問合せ、相談等に対応している。また、過去の経験上、頻繁
に発生する質問、すなわち、ＦＡＱ（Ｆｒｅｑｕｅｎｔｌｙ　Ａｓｋｅｄ　Ｑｕｅｓｔｉ
ｏｎ）や、想定される問合せ、相談等の問合せ例に対する回答例を数多く収納した回答例
集を作成しておき、前記オペレータに参考資料として配布しておく場合も多い。この場合
、前記オペレータは、他の参考資料を参照することなく、前記回答例集を参照して該当す
る模範回答を探し出すだけで通常の問合せ、相談等の多くに対して、回答することができ
るので、オペレータの作業負担が軽減されコールセンタにおける業務効率が向上する。
【０００３】
そして、近年では、前記回答例集の内容をオペレータ毎に配設されたコンピュータの表示
装置に表示させるコンピュータシステムが提供されている。この場合、前記オペレータは
コンピュータを操作して該当する問合せ例及び回答例を探し出すことができるので、冊子
状の回答例集のページを繰るよりもはるかに効率的に、適切な回答例を探し出すことがで
きる。そのため、オペレータの作業負担がはるかに軽減されコールセンタにおける業務効
率が向上するとともに、回答が適切なものとなり、コールセンタにおける業務の質が向上
する。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、前記従来のコールセンタにおけるコンピュータシステムにおいては、オペ
レータが問合せ、相談等に対する回答例を探し出す場合、キーボード等の入力装置を操作
して、種々の条件を入力する必要がある。この場合、オペレータは電話による問合せ、相
談等に受け答えしながら前記入力装置を操作しなければならないので、作業負担が大きく
なってしまう。また、種々の条件を入力してから該当する回答例が探し出され、表示装置
に表示されるまでに時間がかかるので、顧客に対する回答が遅くなってしまい、コールセ
ンタにおける業務効率が低下してしまう。
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【０００５】
本発明は、前記従来の問題点を解決して、問合せ例及び回答例の中から注目すべきもの、
すなわち、注目度の高い問合せ例及び回答例をあらかじめ設定して、オペレータの使用す
る端末の表示装置に表示しておくことによって、オペレータの作業負担が少なく、顧客に
対する回答が速く、コールセンタにおける業務効率及び業務の質が向上するコール受付シ
ステムを提供することを目的とする。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　そのために、本発明のコール受付システムにおいては、あらかじめ作成された問合せ例
及び該問合せ例に対する回答例を表示順位を決定するための優先情報とともに登録するデ
ータベースを備えるサーバと、前記問合せ例及び回答例を表示する表示装置を備えるオペ
レータ端末とを有し、前記表示装置は前記問合せ例及び回答例を優先情報に従って表示す
る

。
【０００７】
　本発明の他のコール受付システムにおいては、さらに、前記表示装置は

。
【０００８】
　本発明の更に他のコール受付システムにおいては、さらに、

。
【０００９】
　本発明の更に他のコール受付システムにおいては、さらに、

。
【００１０】
　本発明の更に他のコール受付システムにおいては、さらに、

。
【００１１】
　本発明の更に他のコール受付システムにおいては、さらに、

。
【００１２】
　本発明の更に他のコール受付システムにおいては、さらに、

。
【００１５】
　本発明の更に他のコール受付システムにおいては、さらに、

。
【００１６】
　本発明の更に他のコール受付システムにおいては、さらに、

。
【００２２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について図面を参照しながら詳細に説明する。
【００２３】
図１は本発明の第１の実施の形態におけるコール受付システムの構成を示す概念図である
。
【００２４】
図において、１０はコール受付センタであり、顧客９０からの電話による問合せ等を受け
付けるコールセンタとして機能する。ここで、前記コール受付センタ１０は、銀行、信用
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コール受付システムであって、前記問合せ例及び回答例は、利用頻度によって変化しな
い最優先の優先情報が与えられ、常時表示される要注目情報と、該要注目情報に与えられ
る優先情報より低く、利用頻度によって変化する優先情報が与えられる一般情報とに分け
られる

、受け付けた問
合せ及び回答を入力する受付入力部と、前記問合せ例及び回答例を表示する情報表示部と
を備える

前記優先情報は所定期間の
利用数に応じて変更される

前記優先情報は所定期間の
利用数と前回の平均利用数との平均である２期間平均利用数によって決定される

前回の平均利用数がない場
合には、今回の利用数を２期間平均利用数として記憶する

特定の加算適用時期である
場合には、所定の利用数を加算して表示順位を上げる

前記回答例にランクを設け
、前記加算適用時期である場合に前記ランクに応じて加算を行う

前記要注目情報は、所定期
間が経過すると一般情報に切り換えられる

前記要注目情報は、利用数
が所定数以上減少すると一般情報に切り換えられる



金庫等の金融機関、証券会社、保険会社、コンピュータ、ソフトウエア、自動車、電気機
器、電子機器等を製造販売する製造会社又は販売会社、百貨店、スーパーマーケット等の
商店、ホテル、旅館等の宿泊施設、鉄道、航空等の旅客運送会社等の各種企業、団体等の
業務内容、前記各種企業、団体等の提供するサービス、製品、広告等に関する顧客９０か
らの電話による様々な問合せ、相談、苦情、要望等（以下「問合せ」という。）を受け付
けて、オペレータが回答するようになっている。
【００２５】
そして、前記コール受付システム１０は、問合せ情報を管理する問合せデータベース２１
、オペレータ管理データベース２２、あらかじめ作成された問合せ例及び該問合せ例に対
する回答例を登録するデータベースとしての回答例データベース２３、及び、各種設定情
報データベース２４を備えるサーバとしての問合せ情報管理サーバ２０と、問合せ対応時
に各種情報を検索／表示したり、オペレータが問合せ内容を入力したりするオペレータ端
末４０と、管理者が操作する管理者端末５０と、問合せ対応時に参考となる情報、例えば
、パンフレットやインターネットのホームページ情報、マニュアル等の情報を蓄積管理す
る情報管理サーバ３０とを有する。ここで、前記問合せ情報管理サーバ２０、情報管理サ
ーバ３０、オペレータ端末４０及び管理者端末５０は、ＣＰＵ、ＭＰＵ等の演算装置、磁
気ディスク、半導体メモリ等の記憶装置、キーボード、マウス等の入力装置、ＣＲＴ、液
晶ディスプレイ等の表示装置、通信インターフェイス等を備えるコンピュータであり、互
いに通信可能に接続されている。
【００２６】
そして、オペレータが、顧客９０からの電話による問合せを受け付けて回答するための電
話機４１がオペレータ端末４０と対になって配設される。また、オペレータに代わって、
管理者が前記問合せを受け付けて回答することができるようにするために、電話機５１が
管理者端末５０と対になって配設されることが望ましい。この場合、前記電話機４１、５
１は、公衆電話網（ＰＢＸ（Ｐｒｉｖａｔｅ　Ｂｒａｎｃｈ　ｅＸｃｈａｎｇｅ）等の交
換機経由を含む。）に直接接続して利用するもの、公衆電話網からＣＴＩ（Ｃｏｍｐｕｔ
ｅｒ　Ｔｅｌｅｐｈｏｎｙ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ）サーバ６０を経由してＣＴＩ技術
を利用するもの、インターネット経由で利用するもの（いわゆるｗｅｂホン）等が挙げら
れるが、特に、その方法を限定したものではなく、電話機４１、５１に代わるものであっ
てもよい。
【００２７】
また、顧客９０からの問合せを電子メールやウェブ（Ｗｅｂ）のホームページへの書込み
などから受け付けるようにすることもできる。この場合、顧客９０からの問合せは、Ｗｅ
ｂサーバ７１及びメールサーバ７５を有する問合せ受付サーバ７０に受信される。ここで
、Ｗｅｂサーバ７１及びメールサーバ７５は、問合せ情報を管理する問合せ受付データベ
ース７２、７６を備える。そして、前記顧客９０からの問合せは、問合せ受付サーバ７０
からイントラネット、ＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）、ＷＡＮ（Ｗｉ
ｄｅ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）、インターネット等のネットワーク８０を介して、コ
ール受付センタ１０に送信される。なお、問合せ受付サーバ７０と問合せ情報管理サーバ
２０とを同一のものとすることもできる。
【００２８】
一般的に、コール受付センタ１０のようなコールセンタにおいて対応する問合せの多くは
、特定の種類の内容に集中している。そこで、本実施の形態においては、過去の経験上、
頻繁に発生する質問としての問合せや想定される問合せに対してあらかじめ問合せ例及び
該問合せ例に対する回答例を作成し、前記問合せ例と回答例とを組み合わせたものを回答
例情報として、回答例データベース２３にあらかじめ登録する。そして、前記回答例情報
の中で利用が集中する回答例情報を、オペレータが注目すべき情報としての問合せ例及び
該問合せ例に対する回答例、すなわち、要注目情報として設定する。なお、その他の回答
例情報は一般情報とする。そして、前記要注目情報をコール受付センタ１０におけるオペ
レータ端末４０の表示装置に常に表示しておくようにする。
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【００２９】
図２は本発明の第１の実施の形態におけるオペレータ端末の表示装置の表示画面の例を示
す図である。
【００３０】
ここで、図２に示される表示画面の例は、コール受付センタ１０が金融機関の業務内容、
提供するサービス、製品、広告等に関する顧客９０からの電話による様々な問合せを受け
付けて、オペレータが回答する場合、すなわち、コール受付センタ１０が金融機関のコー
ルセンタである場合の例である。
【００３１】
図２（ａ）に示されるように、問合せ受付時におけるオペレータ端末４０（図１）の入力
用画面１００は、顧客情報及び受け付けた問合せの内容を入力する画面としての受付入力
部１０１と、要注目情報表示部１０２とを有する。
【００３２】
また、該要注目情報表示部１０２に表示される情報は、最近問合せ頻度が最も高い要注目
情報や、転勤等の季節的な観点から選択された要注目情報、ＤＭ（ダイレクトメール）、
新商品等のキャンペーンの観点から選択された要注目情報、テレビ等のマスメディアによ
って指摘された事項のようなゴシップに関連する要注目情報等である。
【００３３】
なお、要注目情報表示部１０２に表示された要注目情報をオペレータが選択すると、図２
（ｂ）に示されるように、ＰＯＰ（ポップ）ウインドウ形式で、前記要注目情報の詳細を
表示する画面が表示される。
【００３４】
次に、前記構成のコール受付システムの動作について説明する。なお、ここでは、電話に
よる問合せの場合について説明する。
【００３５】
図３は本発明の第１の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【００３６】
まず、事前作業の動作について説明する。
【００３７】
この場合、管理者（又は本部部門や統括部門）は、過去の経験上、頻繁に発生する質問と
しての問合せや想定される問合せ及びこれらの問合せに対する回答例をあらかじめ作成し
、回答例情報として回答例データベース２３に事前に登録（追加又は更新）する。そして
、利用が集中する回答例情報を要注目情報として設定する。また、要注目情報として設定
されなかった回答例情報は、一般情報とする。なお、要注目情報は新規に作成され設定さ
れてもよいし、既に登録されている一般情報を必要に応じて要注目情報として設定（変更
）してもよい。
【００３８】
ここで、前記回答例情報の項目は、回答例情報を絞り込むためのキーとなる区分情報、回
答例情報の属性（カテゴリー）を示す属性情報、問合せ内容（申告内容）、模範回答、回
答例情報の注目度の高さ又は利用頻度の高さを示す注目度区分情報としての要注目情報区
分、入力用画面１００（図２（ａ））の要注目情報表示部１０２への表示優先順位、補足
メモ、管理番号、更新日、作成者等から成る。例えば、コール受付センタ１０が金融機関
のコールセンタである場合、前記区分情報は、大分類としての申告区分、中分類としての
業務区分、小分類としての科目・種別区分等を含むものである。そして、前記申告区分は
、問合せ、相談、苦情等であり、業務区分は、預貯金、振込、国債等の金融機関の業務内
容に沿ったものであり、科目・種別区分は、当座預金、普通預金等である。また、前記属
性情報は、制度、手続等である。
【００３９】
なお、管理者が、前記回答例情報を回答例データベース２３に登録する方法としては、管
理者端末５０等の端末から１つ１つの要注目情報をマニュアルで入力して登録する方法、
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及び、事前に設定された多数の要注目情報をファイルで受け取り（例えば、ＣＤ、ＤＶＤ
、ＭＯ等の媒体による受け渡しやファイル転送など）、前記回答例データベース２３を書
き換えたり、追記したりする方法がある。
【００４０】
次に、電話受付時の動作について説明する。
【００４１】
まず、顧客９０はコール受付センタ１０に電話をする。続いて、コール受付センタ１０に
おいて、オペレータが電話機４１を使用して電話を受け、オペレータ端末４０の電話問合
せの受付開始の操作を行う。この時、オペレータ端末４０の表示装置には、受付入力部１
０１を含む入力用画面１００が表示される。
【００４２】
続いて、オペレータ端末４０は、受付入力部１０１を表示装置に表示するのと並行して、
自動的に問合せ情報管理サーバ２０にアクセスして回答例データベース２３に登録されて
いる要注目情報の検索依頼を行い、検索された要注目情報を取得する。そして、オペレー
タ端末４０は、取得した要注目情報を各回答例情報をオペレータ端末４０の表示装置に表
示する優先順位としての表示優先順位（順番）に従い、受付入力部１０１と並列でレイア
ウトされている要注目情報表示部１０２に自動表示する。なお、前記表示優先順位は各回
答例情報に対して設定され付与されている。また、要注目情報の検索依頼については手動
として要注目情報検索のボタンを設けオペレータの任意の操作により表示する対応として
もよい。
【００４３】
すると、オペレータは顧客９０に電話で応対しながら、要注目情報表示部１０２に前記顧
客９０の問合せに対応する内容の要注目情報が表示されているかどうかを確認する。そし
て、前記顧客９０の問合せに対応する内容の要注目情報が表示されている場合は、該当す
る要注目情報の行を選択し、詳細ボタンを押下する。ここで、該詳細ボタンを押下すると
、選択した要注目情報の詳細が、図２（ｂ）に示されるように、ＰＯＰウィンドウ形式で
表示されるので、オペレータは、内容を確認し、模範回答の内容に従って前記顧客９０の
問合せに回答する。
【００４４】
続いて、オペレータが貼（てん）付ボタンを押下すると、前記選択した要注目情報が受付
入力部１０１の各入力欄に自動的に入力（転記）される。なお、自動入力される項目は、
申告区分、業務区分、科目・種別区分等の区分情報、属性グループ、カテゴリー区分等の
属性情報、問合せ内容、模範回答である。そして、オペレータは、受付入力部１０１に自
動入力された情報を確認し、完了ボタンを押下する。また、申告内容や模範回答の内容に
不足の情報がある場合は、追記操作を行ってから完了ボタンを押下する。そして、オペレ
ータが完了ボタンを押下すると、入力された問合せの内容が問合せ情報管理サーバ２０の
問合せデータベース２１に登録される。
【００４５】
なお、対応する内容の要注目情報が表示されていない場合、オペレータはオペレータ端末
４０の入力装置を操作してキーワード等を入力し、他の要注目情報（及び一般情報）の検
索を実行するか、又は、従来の対応方法と同様にオペレータ自身のスキルによって要注目
情報を参照することなく、前記顧客９０の問合せに回答する。
【００４６】
また、顧客９０への対応が終了した後の電話切断は、適宜実施されるものとして、説明を
省略する。
【００４７】
次に、図３に示されるステップについて説明する。
ステップＳ１　管理者等は回答例情報、すなわち、要注目情報及び一般情報を作成する。
ステップＳ２　作成した要注目情報を問合せ情報管理サーバ２０の回答例データベース２
３に登録する。
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ステップＳ３　顧客９０はコール受付センタ１０に問合せの電話をかける。
ステップＳ４　コール受付センタ１０のオペレータは電話を受け、オペレータ端末４０の
電話問合せの受付開始の操作を行う。
ステップＳ５　オペレータ端末４０は受付入力部１０１を表示する。
ステップＳ６　要注目情報を検索する。
ステップＳ７　要注目情報を要注目情報表示部１０２に表示する。
ステップＳ８　オペレータは要注目情報の一覧を参照し、要注目情報に該当する事例が存
在するか否かを確認する。
ステップＳ９　要注目情報の詳細を確認し、顧客９０へ回答する。
ステップＳ１０　確認した要注目情報の貼付を指示する。
ステップＳ１１　受付入力部１０１に要注目情報を転記する。
ステップＳ１２　問合せの入力完了操作を行う。
ステップＳ１３　受け付けた問合せの内容を問合せデータベース２１に登録する。
【００４８】
このように、本実施の形態においては、電話受付時の対応時に、オペレータによる利用頻
度が高いと想定される要注目情報を自動的に常にオペレータ端末４０の表示装置に表示す
るようになっている。そのため、オペレータは回答例情報の検索操作を行うことなく、即
座に模範回答を参照することができるので、顧客９０の問合せに対して即座に回答するこ
とができる。したがって、オペレータの作業負担を軽減することができ、コール受付セン
タ１０における業務効率が向上し、かつ、スピーディな対応を実現することができるので
、コール受付センタ１０における業務の質が向上し、顧客サービスを向上させることがで
きる。
【００４９】
次に、本発明の第２の実施の形態について説明する。なお、本実施の形態におけるコール
受付システムの構成については、前記第１の実施の形態におけるコール受付システムの構
成と同様であるので、図１及び２を援用して説明する。
【００５０】
ところで、前記第１の実施の形態においては、管理者があらかじめ要注目情報を設定して
登録し、各要注目情報に付与されている表示優先順位に従い、自動表示するようになって
いる。そのため、受付画面の初期画面に表示される要注目情報は、管理者等が要注目情報
の表示優先順位の設定を変更しない限り常時同一であり、各回答例情報の利用頻度が変化
した場合、利用頻度が前記要注目情報よりも高くなった回答例情報が要注目情報として表
示されなくなってしまうことがある。また、回答例情報の利用頻度は、回答例情報の内容
に応じて種々の要因で変化することが考えられる。例えば、回答例情報が転勤に関係する
住所変更等である場合、４月、１０月に利用頻度が高く、回答例情報がペイオフ、確定拠
出年金、分離課税等のように国の制度変更に関係するものである場合、該制度変更の直前
や直後に利用頻度が高くなる。しかし、前記第１の実施の形態においては、このような場
合に十分に対応することができなくなってしまう。
【００５１】
そこで、本実施の形態においては、所定の季節又は時期に応じた優先順位としての表示順
序を設定するために、設定される回答例情報、すなわち、要注目情報及び一般情報の利用
状況（利用回数）をカウントし、表示順序を設定するためのポイントとして管理し、その
ポイントによって自動的に表示優先順位を設定するようになっている。この場合、回答例
情報の項目に、２期間平均利用回数及び今期間利用回数の２種の利用回数情報を記録する
項目が追加される。
【００５２】
また、表示優先順位の決定方法は、回答例情報のその利用回数をある特定の期間、例えば
、月単位、週単位、日単位でカウントし、回答例情報を利用（例えば、貼付行為）する度
に今期間利用回数の項目にカウントを加算する。そして、問合せ情報管理サーバ２０（図
１）の各種設定情報データベース２４にあらかじめ設定されている特定期間が満了した後
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、２期間平均利用回数と今期間利用回数との和を算出し、その平均値（２期で除算）を算
出し、その結果を２期間平均利用回数として書き換える。
【００５３】
続いて、書き換えられた２期間平均利用回数が大きい順（以下「昇順」という。）に表示
優先順位を割り当て、上位の指定件数の回答例情報を準要注目情報とし、次の期間はその
表示順位を確定して要注目情報として表示する。また、その次の期間の利用回数をカウン
トし、次の次の期間の表示順位を変更するようになっている。なお、特定期間を年単位で
設けると、季節、時期によって急変する利用頻度を即時に反映することができないので、
特定期間として年単位よりも短い期間を採用することが望ましい。
【００５４】
また、不変の要注目情報として設定されたもの（利用回数にかかわらず、要注目情報とし
て常時存在できる表示最優先のもの）と、本実施の形態において設定された一般情報が一
時的に昇格した準要注目情報（利用頻度によって常時変化するもの）とを合わせて表示す
るようにしてもよい。以降、後述される実施の形態の説明においては不変の要注目情報と
して設定されているものが存在するものとし、それを要注目情報と称し、それ以外を一般
情報と称して表示する。
【００５５】
次に、前記構成のコール受付システムの動作について説明する。なお、本実施の形態にお
けるコール受付システムの動作については、前記第１の実施の形態におけるコール受付シ
ステムの動作とほぼ同様であるので、前記第１の実施の形態の動作と異なる動作について
だけ説明する。
【００５６】
図４は本発明の第２の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【００５７】
まず、事前作業の動作について説明する。この場合、要注目情報及び一般情報を作成して
、回答例データベース２３に登録する。なお、管理者が作成する回答例情報の項目は、前
記第１の実施の形態の項目とほぼ同様であるが、利用回数の２期間平均利用回数、及び、
今期間利用回数を記録する項目が追加される。これにより、すでに登録されている回答例
情報を利用し変更する場合については、問合せ情報管理サーバ２０の回答例データベース
２３においてカウントしている利用回数情報が新しく登録（上書き）された回答例情報に
引き継がれる。
【００５８】
次に、電話受付時の動作について説明する。なお、受け付けた電話問合せの内容を問合せ
データベース２１に登録するまでの動作については、前記第１の実施の形態における動作
と同様であるので、その後の動作について説明する。
【００５９】
この場合、回答例データベース２３は回答例情報の貼付ボタン利用又は申告内容の問合せ
データベース２１への記録を行った後、利用された回答例情報の今期間利用回数に１を加
算する。
【００６０】
続いて、問合せ情報管理サーバ２０は、各種設定情報データベース２４から回答例情報の
利用頻度を計る特定期間を取得し、該特定期間の満了時に回答例データベース２３に登録
されている各回答例情報毎に記録されている利用回数の２期間平均利用回数と今期間利用
回数とを各回答例情報毎に合計し、その平均値を算出（２で除算）し、該平均値を２期間
平均利用回数の欄に上書きし、今期間利用回数を０にする。さらに、並行して全体平均利
用回数、最大利用回数等も合わせて算出する。
【００６１】
次に、一般情報だけを抽出し、更新された２期間平均利用回数の大小比較を行い、昇順に
並べ替える。なお、ここでは、並替を行う方法で説明しているが、並替を行わずに、各回
答例情報の表示優先順位の内容を更新するだけでもよい。
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【００６２】
続いて、並べ替えた順に表示優先順位を表示最優先の要注目情報より低い値で割り当て、
その結果を回答例情報の項目の表示優先順位に上書きして更新する。なお、管理者等の回
答例情報作成時点で表示最優先の要注目情報として設定されているものについては、要注
目情報表示部１０２（図２）への表示優先順位の更新は行わない。
【００６３】
そして、次の期間での要注目情報の表示はここで更新された要注目情報表示部１０２への
表示優先順位に従って、その期間に最も多く利用されることが想定される要注目情報が表
示されるようになる。なお、管理者等が表示最優先の要注目情報として設定したものにつ
いては最優先で表示される。
【００６４】
次に、図４に示されるステップについて説明する。
ステップＳ２１　管理者等は回答例情報、すなわち、要注目情報及び一般情報を作成する
。
ステップＳ２２　作成した要注目情報及び一般情報を問合せ情報管理サーバ２０の回答例
データベース２３に登録する。
ステップＳ２２－１　回答例データベース２３は、利用回数情報の引継を行う。
ステップＳ２３　顧客９０はコール受付センタ１０に問合せの電話をかける。
ステップＳ２４　コール受付センタ１０のオペレータは電話を受け、オペレータ端末４０
の電話問合せの受付開始の操作を行う。
ステップＳ２５　オペレータ端末４０は受付入力部１０１を表示する。
ステップＳ２６　要注目情報を検索する。
ステップＳ２７　要注目情報を要注目情報表示部１０２に表示する。
ステップＳ２８　オペレータは要注目情報の一覧を参照し、要注目情報に該当する事例が
存在するか否かを確認する。
ステップＳ２９　要注目情報の詳細情報を確認し、顧客９０へ回答する。
ステップＳ３０　確認した要注目情報の貼付を指示する。
ステップＳ３１　受付入力部１０１に要注目情報を転記する。
ステップＳ３２　問合せの入力完了操作を行う。
ステップＳ３３　受け付けた問合せの内容を問合せデータベース２１に登録する。
ステップＳ３４　回答例情報の今期間利用回数に１を加算する。
ステップＳ３５　特定期間が満了した後、新たに２期間平均利用回数を算出して更新し、
今期間利用回数を０にするとともに、全体平均利用回数及び最大利用回数を算出する。
ステップＳ３６　一般情報を利用回数で昇順に並べ替える。
ステップＳ３７　並べ替えた順に表示優先順位を表示最優先の要注目情報より低い値で割
り当て、その結果を回答例情報の表示優先順位に設定し、更新する。
【００６５】
このように、本実施の形態においては、短期間における利用回数のチェックによって表示
優先順位が設定されるので、オペレータが特定の季節や時期に参照する必要性の高い回答
例情報をダイナミックに入替表示することができる。そのため、オペレータの作業効率を
向上させることができるとともに、オペレータ端末４０を操作する際の利便性が高くなり
、オペレータに受け入れられやすいコール受付システムを提供することができる。また、
回答例情報を検索する作業を削減することができる。
【００６６】
さらに、回答例情報作成時に設定した要注目情報に頼らず、自動集計によって表示優先順
位が設定されるので、管理者等は要注目情報を管理する作業から開放される。
【００６７】
次に、本発明の第３の実施の形態について説明する。なお、本実施の形態におけるコール
受付システムの構成については、前記第１の実施の形態におけるコール受付システムの構
成と同様であるので、図１及び２を援用して説明する。
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【００６８】
ところで、前記第２の実施の形態においては、２期間平均利用回数と今期間利用回数とを
合算し、その平均値を再算出した結果の昇順によって表示順位を決定するようになってい
るが、新規に追加された回答例情報は２期間平均利用回数が０になってしまうので、表示
優先順位が下位になってしまい、適正な表示順位を確保することができず、しばらくの期
間はその状態が継続されてしまう。例えば、新規に追加された回答例情報の今期間におけ
る利用回数、すなわち、今期間利用回数が１００の場合、過去の期間における利用回数が
０なので、次期間における２期間平均利用回数は（０＋１００）／２＝５０となり、次の
次期間における利用回数も１００であっても、次の次期間における２期間平均利用回数も
（５０＋１００）／２＝７５になってしまう。
【００６９】
そこで、本実施の形態においては、２期間平均利用回数が０以下であるか否かを判断し、
０より大きい場合は、２期間平均利用回数と今期間利用回数との平均値を新たな２期間平
均利用回数とし、０以下である場合は、今期間利用回数の値をそのまま２期間平均利用回
数とするようになっている。
【００７０】
次に、前記構成のコール受付システムの動作について説明する。なお、本実施の形態にお
けるコール受付システムの動作については、前記第１及び２の実施の形態におけるコール
受付システムの動作とほぼ同様であるので、前記第１及び２の実施の形態の動作と異なる
動作についてだけ説明する。
【００７１】
図５は本発明の第３の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【００７２】
この場合、事前作業の動作については、前記第２の実施の形態の動作と同様であるので説
明を省略する。
【００７３】
次に、電話受付時の動作について説明する。なお、受付で利用された回答例情報の今期間
利用回数に１を加算するまでの動作については、前記第２の実施の形態における動作と同
様であるので、その後の動作について説明する。
【００７４】
この場合、問合せ情報管理サーバ２０は各種設定情報データベース２４から回答例情報の
利用頻度を計る特定期間を取得し、該特定期間の満了時に回答例データベース２３に登録
されている各回答例情報毎に記録されている利用回数の２期間平均利用回数と今期間利用
回数とを確認し、２期間平均利用回数が０より大きいか否かを判断し、０より大きい場合
は、各回答例情報毎に合計し、その平均値を算出（２で除算）し、その結果を２期間平均
利用回数の欄に上書きする。また、２期間平均利用回数が０以下である場合は、今期間利
用回数をそのまま２期間平均利用回数として、今期間利用回数を０にする。さらに、並行
して全体平均利用回数、最大利用回数等も合わせて算出する。また、その後の動作につい
ては前記第２の実施の形態と同様であるので説明を省略する。
【００７５】
次に、図５に示されるステップについて説明する。
ステップＳ４１　管理者等は回答例情報、すなわち、要注目情報及び一般情報を作成する
。
ステップＳ４２　作成した要注目情報及び一般情報を問合せ情報管理サーバ２０の回答例
データベース２３に登録する。
ステップＳ４２－１　回答例データベース２３は、利用回数情報の引継を行う。
ステップＳ４３　顧客９０はコール受付センタ１０に問合せの電話をかける。
ステップＳ４４　コール受付センタ１０のオペレータは電話を受け、オペレータ端末４０
の電話問合せの受付開始の操作を行う。
ステップＳ４５　オペレータ端末４０は受付入力部１０１を表示する。
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ステップＳ４６　要注目情報を検索する。
ステップＳ４７　要注目情報を要注目情報表示部１０２に表示する。
ステップＳ４８　オペレータは要注目情報の一覧を参照し、要注目情報に該当する事例が
存在するか否かを確認する。
ステップＳ４９　要注目情報の詳細情報を確認し、顧客９０へ回答する。
ステップＳ５０　確認した要注目情報の貼付を指示する。
ステップＳ５１　受付入力部１０１に要注目情報を転記する。
ステップＳ５２　問合せの入力完了操作を行う。
ステップＳ５３　受け付けた問合せの内容を問合せデータベース２１に登録する。
ステップＳ５４　回答例情報の今期間利用回数に１を加算する。
ステップＳ５５　特定期間が満了した後、２期間平均利用回数及び今期間利用回数を確認
し、２期間平均利用回数が０より大きいか否かを判断し、０より大きい場合は各回答例情
報毎に合計してその平均値を算出して更新し、２期間平均利用回数が０以下である場合は
今期間利用回数をそのまま２期間平均利用回数として更新する。また、今期間利用回数を
０にするとともに、全体平均利用回数及び最大利用回数を算出する。
ステップＳ５６　一般情報を利用回数で昇順に並べ替える。
ステップＳ５７　並べ替えた順に表示優先順位を表示最優先の要注目情報より低い値で割
り当て、その結果を回答例情報の表示優先順位に設定し、更新する。
【００７６】
このように、本実施の形態においては、回答例情報の表示優先順位の決定方法を、２期間
平均利用回数が０以下であるか否かを判断し、０より大きい場合は２期間平均利用回数と
今期間利用回数との平均値を新たな２期間平均利用回数とし、０以下である場合は今期間
利用回数の値をそのまま新たな２期間平均利用回数とするようになっている。そのため、
新規に作成された回答例情報を含めて実際の利用回数を正確に反映することができるよう
になる。したがって、一般情報の表示優先順位を正確に設定することができる。その結果
、回答例情報を参照するオペレータの作業負荷をより軽減することができる。
【００７７】
次に、本発明の第４の実施の形態について説明する。なお、本実施の形態におけるコール
受付システムの構成については、前記第１の実施の形態におけるコール受付システムの構
成と同様であるので、図１及び２を援用して説明する。
【００７８】
ところで、前記第２の実施の形態においては、２期間平均利用回数と今期間利用回数とを
合算し、その平均値を再算出した結果の昇順によって表示順位を決定するようになってい
るが、新規に追加された回答例情報は２期間平均利用回数が０になってしまうので、表示
優先順位が下位になってしまい、適正な表示順位を確保することができず、しばらくの期
間はその状態が継続されてしまう。
【００７９】
そこで、本実施の形態においては、前記第３の実施の形態とは別の方法でこの問題を解決
するために、新規に追加された回答例情報に関しては、２期間平均利用回数をマニュアル
で設定することができるようにし、ある水準の利用回数を仮入力し、また、２期間平均利
用回数が未設定である場合に、既登録のすべての回答例情報の利用回数の平均を自動的に
割り当て、表示優先順位を自動調整するようになっている。また、２期間平均利用回数が
未設定の場合、前記第３の実施の形態と同様としてもよい。
【００８０】
一般に、国の制度が変更されたり、新商品が発表されたような場合には、これらに関する
問合せが急増することが予想される。この場合、本実施の形態においては回答例情報の２
期間平均利用回数の設定値を高く設定することによって、より高い優先順位で表示するよ
うに制御することができ、回答例情報の選択の効率化を図ることができる。なお、設定回
数の決定を支援するための手段として、前記第２の実施の形態における２期間平均利用回
数の平均値、最高値等の算出結果の表示機能がある。そして、マニュアル設定時にその表
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示内容を参照して設定することもできる。また、前記第３の実施の形態においては、表示
優先順位が反映されるのが２期後になってしまうが、本実施の形態においては、即時に反
映させることができる。
【００８１】
次に、前記構成のコール受付システムの動作について説明する。なお、本実施の形態にお
けるコール受付システムの動作については、前記第１及び２の実施の形態におけるコール
受付システムの動作とほぼ同様であるので、前記第１及び２の実施の形態の動作と異なる
動作についてだけ説明する。
【００８２】
図６は本発明の第４の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【００８３】
まず、事前作業の動作について説明する。
【００８４】
この場合、管理者は要注目情報及び一般情報を作成しておく。なお、一般情報の２期間平
均利用回数は必要に応じてマニュアルで入力する。また、作成する回答例情報の項目は、
前記第２の実施の形態の項目と同様に、利用回数の２期間平均利用回数、及び、今期間利
用回数を記録する項目が追加されるとともに、２期間平均利用回数はマニュアルで設定す
ることができるようになっている。
【００８５】
次に、作成した回答例情報をコール受付システムの問合せ情報管理サーバ２０（図１）の
回答例データベース２３に事前に登録（追加又は更新）する。そして、回答例データベー
ス２３においては、すでに登録されている回答例情報を利用し変更する場合については、
回答例データベース２３においてカウントしている利用回数情報が新しく登録（上書き）
された回答例情報に引き継がれる。
【００８６】
続いて、２期間平均利用回数の大小比較を行い、一般情報を昇順に並べ替え（並べ替えを
省略してもよい。）、一般情報の表示優先順位を再設定する。
【００８７】
なお、電話受付時の動作については、前記第２の実施の形態の動作と同様であるので説明
を省略する。
【００８８】
次に、図６に示されるステップについて説明する。
ステップＳ６１　管理者等は回答例情報、すなわち、要注目情報及び一般情報を作成する
。なお、一般情報の２期間平均利用回数は任意に設定することができるようになっている
。
ステップＳ６２　作成した要注目情報及び一般情報を問合せ情報管理サーバ２０の回答例
データベース２３に登録する。
ステップＳ６２－１　回答例データベース２３は、利用回数情報の引継を行う。
ステップＳ６２－２　２期間平均利用回数の大小比較を行い、一般情報を昇順に並べ替え
、一般情報の表示優先順位を再設定する。
ステップＳ６３　顧客９０はコール受付センタ１０に問合せの電話をかける。
ステップＳ６４　コール受付センタ１０のオペレータは電話を受け、オペレータ端末４０
の電話問合せの受付開始の操作を行う。
ステップＳ６５　オペレータ端末４０は受付入力部１０１を表示する。
ステップＳ６６　要注目情報を検索する。
ステップＳ６７　要注目情報を要注目情報表示部１０２に表示する。
ステップＳ６８　オペレータは要注目情報の一覧を参照し、要注目情報に該当する事例が
存在するか否かを確認する。
ステップＳ６９　要注目情報の詳細情報を確認し、顧客９０へ回答する。
ステップＳ７０　確認した要注目情報の貼付を指示する。
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ステップＳ７１　受付入力部１０１に要注目情報を転記する。
ステップＳ７２　問合せの入力完了操作を行う。
ステップＳ７３　受け付けた問合せの内容を問合せデータベース２１に登録する。
ステップＳ７４　回答例情報の今期間利用回数に１を加算する。
ステップＳ７５　特定期間が満了した後、新たに２期間平均利用回数を算出して更新し、
今期間利用回数を０にするとともに、全体平均利用回数及び最大利用回数を算出する。
ステップＳ７６　一般情報を利用回数で昇順に並べ替える。
ステップＳ７７　並べ替えた順に表示優先順位を表示最優先の要注目情報より低い値で割
り当て、その結果を回答例情報の表示優先順位に設定し、更新する。
【００８９】
このように、本実施の形態においては、新規に作成された回答例情報について、２期間平
均利用回数をマニュアルで設定することができるので、回答例情報の作成者である管理者
の考え方に合致した表示優先順位を任意に設定することができる。そのため、オペレータ
端末４０の表示装置に表示された要注目情報を参照しながら、顧客９０に対応するオペレ
ータにより良い利用環境を提供することができる。
【００９０】
また、前記第３の実施の形態においては、新規に作成された一般情報は２期間平均利用回
数が０に設定されているので、回答例データベース２３への登録時に表示優先順位が下位
になり、本来の表示優先順位が反映されるようになるまでに数回の特定期間を経る必要が
あったが、本実施の形態においては、即時に表示優先順位に反映させることができる。
【００９１】
次に、本発明の第５の実施の形態について説明する。なお、本実施の形態におけるコール
受付システムの構成については、前記第１の実施の形態におけるコール受付システムの構
成と同様であるので、図１及び２を援用して説明する。
【００９２】
ところで、ある特定の時期又は季節にある意図に基づいて優先的に要注目情報として表示
したいものがある。しかし、前記第２～４の実施の形態においては、２期間平均利用回数
と今期間利用回数との平均を利用回数として表示優先順位を決定するようになっているの
で、特定の時期又は季節に適合した要注目情報としてタイミングよく表示することができ
ない。すなわち、前記第２～４の実施の形態においては表示優先順位の反映が過去の結果
に基づいた評価であるので、反映される時期が１期間遅延してしまう。そこで、本実施の
形態においては、所定の季節又は時期に応じて表示優先順位が設定されるように、所定の
時期又は季節に利用回数を加算するようになっている。
【００９３】
この場合、各回答例情報の項目として、加算利用回数（加算ポイント）、及び該加算利用
回数の加算適用時期（例えば、特定期間設定であれば×月×日～○月○日、４月第１旬等
や定例時期指定であれば毎月第１週、４月と１０月等）を追加する。そして、利用回数算
出時の計算において、加算適用時期であるか否かをチェックし、加算適用時期である場合
は加算利用回数の加算処理を行う。
【００９４】
次に、前記構成のコール受付システムの動作について説明する。なお、本実施の形態にお
けるコール受付システムの動作については、前記第１及び４の実施の形態におけるコール
受付システムの動作とほぼ同様であるので、前記第１及び４の実施の形態の動作と異なる
動作についてだけ説明する。
【００９５】
図７は本発明の第５の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【００９６】
まず、事前作業の動作について説明する。
【００９７】
この場合、管理者は要注目情報及び一般情報を作成しておく。なお、一般情報の２期間平
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均利用回数は必要に応じてマニュアルで入力する。また、加算利用回数（加算ポイント）
、及び、該加算利用回数の加算適用時期（例えば、特定期間設定であれば×月×日～○月
○日、４月第初旬等や定例時期指定であれば毎月第１週、４月と１０月等）の情報も必要
に応じてマニュアルで入力する。
【００９８】
そして、作成する回答例情報情報の項目は、前記第４の実施の形態の項目に、加算利用回
数、及び、該加算利用回数の加算適用時期の項目を追加し、加算利用回数及び該加算利用
回数の加算適用時期の項目はマニュアルで設定することができるようになっている。
【００９９】
次に、作成した回答例情報をコール受付システムの問合せ情報管理サーバ２０（図１）の
回答例データベース２３に事前に登録（追加又は更新）する。そして、すでに登録されて
いる回答例情報を利用し更新する場合については、回答例データベース２３でカウントし
ている利用回数情報が新しく登録（上書き）された回答例情報に引き継がれる。
【０１００】
次に、必要に応じて２期間平均利用回数の加算処理を実行して大小比較を行い、一般情報
を昇順に並べ替え（並べ替えを省略してもよい。）、一般情報の表示優先順位を再設定す
る。
【０１０１】
次に、電話受付時の動作について説明する。なお、受付で利用された回答例情報の今期間
利用回数に１を加算するまでの動作については、前記第４の実施の形態における動作と同
様であるので、その後の動作について説明する。
【０１０２】
この場合、問合せ情報管理サーバ２０は各種設定情報データベース２４から回答例情報の
利用頻度を計る特定期間を取得し、その期間の満了時に即時に回答例データベース２３の
各回答例情報毎に記録されている利用回数の２期間平均利用回数と今期間利用回数とを各
回答例情報毎に合計し、その平均値を算出（２で除算）する。
【０１０３】
次に、回答例情報毎に記録されている加算適用時期を取得し、該当する時期であるか否か
を判断し、該当する時期である場合は、回答例情報毎に記録されている加算利用回数を先
に算出した平均値に加算する。そして、その結果を２期間平均利用回数の欄に上書きし、
今期間利用回数を０にする。ここでは、２期間平均利用回数の算出において、先に平均値
を算出し、加算適用時期である場合に加算利用回数を加算する方法について説明したが、
加算適用時期を先に取得し、該当する期間であるか否かを判断し、該当する場合に加算利
用回数を含めて平均値を算出する（（２期間平均利用回数＋今期間利用回数＋加算利用回
数）／２）こともできる。なお、前記平均値の算出方法は特に限定されるものではない。
さらに、並行して全体平均利用回数、最大利用回数等も合わせて算出する。また、その後
の動作については前記第４の実施の形態と同様であるので説明を省略する。
【０１０４】
次に、図７に示されるステップについて説明する。
ステップＳ８１　管理者等は回答例情報、すなわち、要注目情報及び一般情報を作成する
。なお、一般情報の２期間平均利用回数は任意に設定することができるようになっている
。
ステップＳ８２　作成した要注目情報及び一般情報を問合せ情報管理サーバ２０の回答例
データベース２３に登録する。
ステップＳ８２－１　回答例データベース２３は、利用回数情報の引継を行う。
ステップＳ８２－２　２期間平均利用回数の加算処理を実行して大小比較を行い、一般情
報を昇順に並べ替え、一般情報の表示優先順位を再設定する。
ステップＳ８３　顧客９０はコール受付センタ１０に問合せの電話をかける。
ステップＳ８４　コール受付センタ１０のオペレータは電話を受け、オペレータ端末４０
の電話問合せの受付開始の操作を行う。
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ステップＳ８５　オペレータ端末４０は受付入力部１０１を表示する。
ステップＳ８６　要注目情報を検索する。
ステップＳ８７　要注目情報を要注目情報表示部１０２に表示する。
ステップＳ８８　オペレータは要注目情報の一覧を参照し、要注目情報に該当する事例が
存在するか否かを確認する。
ステップＳ８９　要注目情報の詳細情報を確認し、顧客９０へ回答する。
ステップＳ９０　確認した要注目情報の貼付を指示する。
ステップＳ９１　受付入力部１０１に要注目情報を転記する。
ステップＳ９２　問合せの入力完了操作を行う。
ステップＳ９３　受け付けた問合せの内容を問合せデータベース２１に登録する。
ステップＳ９４　回答例情報の今期間利用回数に１を加算する。
ステップＳ９５　特定期間が満了した後、２期間平均利用回数を算出して更新し、加算適
用時期を確認し、加算対象の回答例情報の場合は２期間平均利用回数に加算ポイントを更
に加算し、今期間利用回数を０にするとともに、全体平均利用回数及び最大利用回数を算
出する。
ステップＳ９６　一般情報を利用回数で昇順に並べ替える。
ステップＳ９７　並べ替えた順に表示優先順位を表示最優先の要注目情報より低い値で割
り当て、その結果を回答例情報の表示優先順位に設定し、更新する。
【０１０５】
このように、本実施の形態においては、回答例情報の利用頻度の高い時期を見込み、その
時期に自動的に利用回数の加算を行い、表示優先順位の決定に優遇処理を行うことができ
るので、それぞれの時期に利用が見込まれる回答例情報を適切な時期に表示することがで
きる。したがって、要注目情報のヒット率も向上し、顧客９０からの問合せに対応するオ
ペレータに、より便利な環境を提供することができる。また、回答例情報の検索作業を更
に削減することができる。
【０１０６】
次に、本発明の第６の実施の形態について説明する。なお、本実施の形態におけるコール
受付システムの構成については、前記第１の実施の形態におけるコール受付システムの構
成と同様であるので、図１及び２を援用して説明する。
【０１０７】
ところで、前記第５の実施の形態においては、各回答例情報毎に加算利用回数の情報を保
持する対応について説明したが、各回答例情報毎に設定する必要があり、変更等が生じた
場合はその変更作業が大変になってしまう。そこで、本実施の形態においては、加算利用
回数を各回答例情報とは別に後述される加算利用回数ファイル２５で管理し、共通情報と
して設定し、各回答例情報にある加算適用時期が今期間に合致する場合に、その共通情報
として管理されている加算利用回数を加算するようになっている。
【０１０８】
この場合、加算利用回数にランク（以下「加算ランク」という。）を設け、かつ、各回答
例情報に前記加算ランクを付与することによって、柔軟な加算利用回数の適用が可能にな
る。例えば、三つの優先表示の回答例情報があり、その各々に加算ランクが▲１▼、▲２
▼、▲３▼と別々に付与されていた場合、加算ランクが▲１▼：＋５０、▲２▼：＋３０
、▲３▼：＋１０であるとすると、回答例情報の一つ目に▲１▼の＋５０の利用回数を加
算し、二つ目に▲２▼の＋３０の利用回数を加算し、三つ目に▲３▼の＋１０の利用回数
を加算し、その利用回数の合計の大小で表示優先順位をコントロールする。
【０１０９】
そして、前記第５の実施の形態においては、各回答例情報が保持していた加算利用回数が
、本実施の形態においては、加算ランクに変更され、また、新たに共通の加算利用回数フ
ァイル２５が作成される。該加算利用回数ファイル２５には、加算ランクと利用加算回数
の情報とが対になって複数個管理される。
【０１１０】
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次に、前記構成のコール受付システムの動作について説明する。なお、本実施の形態にお
けるコール受付システムの動作については、前記第１及び５の実施の形態におけるコール
受付システムの動作とほぼ同様であるので、前記第１及び５の実施の形態の動作と異なる
動作についてだけ説明する。
【０１１１】
図８は本発明の第６の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【０１１２】
まず、事前作業の動作について説明する。
【０１１３】
この場合、管理者は要注目情報及び一般情報を作成しておく。なお、一般情報の２期間平
均利用回数は必要に応じてマニュアルで入力する。また、加算ランク（別管理の加算利用
回数ファイル２５と連携する。）、及び、加算利用回数の加算適用時期（例えば、４月初
旬、毎月第１期間等）の情報も必要に応じてマニュアルで入力する。そして、作成する回
答例情報の項目は、前記第４の実施の形態における加算利用回数（加算ポイント）が加算
ランクに代えられる。また、該加算ランク及び該加算ランクの加算適用時期の項目はマニ
ュアルで設定することができるようになっている。
【０１１４】
次に、作成した回答例情報をコール受付システムの問合せ情報管理サーバ２０（図１）の
回答例データベース２３に事前に登録（追加又は更新）する。このとき、加算利用回数フ
ァイル２５の更新も行う。そして、すでに登録されている回答例情報を利用し更新する場
合については、回答例データベース２３でカウントしている利用回数情報が新しく登録（
上書き）された回答例情報に引き継がれる。
【０１１５】
次に、必要に応じて２期間平均利用回数の加算処理を実行して大小比較を行い、一般情報
を昇順に並べ替え（並べ替えを省略してもよい。）、一般情報の表示優先順位を再設定す
る。
【０１１６】
次に、電話受付時の動作について説明する。なお、受付で利用された回答例情報の今期間
利用回数に１を加算するまでの動作については、前記第２の実施の形態における動作と同
様であるので、その後の動作について説明する。
【０１１７】
この場合、問合せ情報管理サーバ２０は各種設定情報データベース２４から回答例情報の
利用頻度を計る特定期間を取得し、該特定期間の満了時に回答例データベース２３の各回
答例情報毎に記録されている利用回数の２期間平均利用回数と今期間利用回数とを各回答
例情報毎に合計し、その平均値を算出（２で除算）して更新する。
【０１１８】
次に、回答例情報毎に記録されている加算適用時期を取得し、該当する時期であるか否か
を判断し、該当する時期である場合は、回答例情報毎に記録されている加算ランクを認識
し、別ファイルとして管理される加算利用回数ファイル２５を参照し、認識した加算ラン
クに適用される加算利用回数を先に算出した平均値に加算する。そして、その結果を２期
間平均利用回数の欄に上書きして更新し、今期間利用回数を０にする。なお、２期間平均
利用回数の算出は前記第５の実施の形態と同様に、本方法に限定されるものではない。さ
らに、並行して全体平均利用回数、最大利用回数等も合わせて算出する。また、その後の
動作については前記第５の実施の形態と同様であるので説明を省略する。
【０１１９】
なお、加算ランクの考え方としては、単純に加算値毎にランクを割り振る対応、回答例情
報の種別を認識し、該種別毎の識別ランクと加算値ランクとを符号化したものを割り振る
ようにしてもよい。ただし、この考えにとらわれることはない。
【０１２０】
次に、図８に示されるステップについて説明する。
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ステップＳ１０１　管理者等は回答例情報、すなわち、要注目情報及び一般情報を作成し
、加算利用回数ファイル２５を設定する。なお、一般情報の２期間平均利用回数は任意に
設定することができるようになっている。また、加算ランクに連携する加算利用回数も設
定することができる。
ステップＳ１０２　作成した要注目情報及び一般情報を問合せ情報管理サーバ２０の回答
例データベース２３に登録する。同時に加算利用回数ファイル２５の更新も行う。
ステップＳ１０２－１　回答例データベース２３は、利用回数情報の引継を行う。
ステップＳ１０２－２　２期間平均利用回数の加算処理を実行して大小比較を行い、一般
情報を昇順に並べ替え、一般情報の表示優先順位を再設定する。
ステップＳ１０３　顧客９０はコール受付センタ１０に問合せの電話をかける。
ステップＳ１０４　コール受付センタ１０のオペレータは電話を受け、オペレータ端末４
０の電話問合せの受付開始の操作を行う。
ステップＳ１０５　オペレータ端末４０は受付入力部１０１を表示する。
ステップＳ１０６　要注目情報を検索する。
ステップＳ１０７　要注目情報を要注目情報表示部１０２に表示する。
ステップＳ１０８　オペレータは要注目情報の一覧を参照し、要注目情報に該当する事例
が存在するか否かを確認する。
ステップＳ１０９　要注目情報の詳細情報を確認し、顧客９０へ回答する。
ステップＳ１１０　確認した要注目情報の貼付を指示する。
ステップＳ１１１　受付入力部１０１に要注目情報を転記する。
ステップＳ１１２　問合せの入力完了操作を行う。
ステップＳ１１３　受け付けた問合せの内容を問合せデータベース２１に登録する。
ステップＳ１１４　回答例情報の今期間利用回数に１を加算する。
ステップＳ１１５　特定期間が満了した後、２期間平均利用回数を算出して更新し、加算
適用時期及び加算ランクを確認し、加算対象の回答例情報の場合は２期間平均利用回数に
加算利用回数ファイルにある該当する加算ポイントを加算して更新し、今期間利用回数を
０にするとともに、全体平均利用回数及び最大利用回数を算出する。
ステップＳ１１６　一般情報を利用回数で昇順に並べ替える。
ステップＳ１１７　並べ替えた順に表示優先順位を表示最優先の要注目情報より低い値で
割り当て、その結果を回答例情報の表示優先順位に設定し、更新する。
【０１２１】
このように、本実施の形態においては、加算利用回数の情報をランクという概念で管理し
、別ファイルでその情報を管理するようにになっている。そのため、加算利用回数の変更
を容易に行うことができる。したがって、管理者の作業負荷を軽減することができ、作業
時間を短縮することができるとともに、訂正内容の検証対象が最少化されるので、訂正ミ
スを最少化することができる。
【０１２２】
次に、本発明の第７の実施の形態について説明する。なお、本実施の形態におけるコール
受付システムの構成については、前記第１の実施の形態におけるコール受付システムの構
成と同様であるので、図１及び２を援用して説明する。
【０１２３】
ところで、前記第５及び６の実施の形態においては、加算適用期間に別に指定されている
加算利用回数を加算し、表示優先順位を操作するようになっている。そして、加算適用期
間が完了した後も前記加算された利用回数がそのまま継続して利用されるので、利用回数
による表示優先順位の調整に微妙に影響してしまう。そこで、本実施の形態においては、
加算適用期間が完了した後に、加算された利用回数を減算して本来の２期間平均利用回数
に戻し、表示優先順位を決定するようになっている。
【０１２４】
この場合、回答例情報の管理情報に利用ポイントの項目を追加し、該利用ポイントで表示
優先順位を決定するものと、回答例情報の管理情報に加算フラグの項目を追加し、２期間
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平均利用回数の大小比較で制御するものとがある。ここで、利用ポイントで表示優先順位
を決定する場合は、加算適用時期であるか否かを判断した後、その結果によって利用ポイ
ントの欄に２期間平均利用回数をそのまま転記するか、加算利用回数を加算して転記する
。
【０１２５】
また、加算フラグの項目を追加し、２期間平均利用回数の大小比較で制御する場合は、加
算フラグのオン・オフを識別するとともに、加算適用時期であるか否かをまず判断する。
その結果、加算フラグがオフであり加算適用時期のものである場合は、加算フラグをオン
にした後、２期間平均利用回数の加算処理を実行し、加算フラグがオフであり加算適用時
期でない場合は、従来の方法で２期間平均利用回数の記録処理だけを実行する。
【０１２６】
さらに、加算フラグがオンであり加算適用時期でない場合は、加算フラグをオフにした後
、２期間平均利用回数への加算利用回数の減算処理を実行し、加算前の本来の平均値を記
録している状態に戻す。また、加算フラグがオンであり加算適用時期である場合は、加算
フラグはそのままで、２期間平均利用回数に前に加算した加算利用回数の減算を一旦（た
ん）行い、２期間平均利用回数の算出を行った後、再度加算処理を実行する。そして、そ
の処理によって更新された２期間平均利用回数の大小比較で表示優先順位を決定する。
【０１２７】
次に、前記構成のコール受付システムの動作について説明する。ここでは、利用ポイント
で表示優先順位を決定する場合の動作について説明する。なお、本実施の形態におけるコ
ール受付システムの動作については、前記第１及び６の実施の形態におけるコール受付シ
ステムの動作とほぼ同様であるので、前記第１及び６の実施の形態の動作と異なる動作に
ついてだけ説明する。
【０１２８】
図９は本発明の第７の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【０１２９】
まず、事前作業の動作について説明する。
【０１３０】
この場合、管理者は要注目情報及び一般情報を作成しておく。なお、一般情報の２期間平
均利用回数は必要に応じてマニュアルで入力する。また、加算ランク（別管理の加算利用
回数ファイル２５と連携する。）、及び、その加算利用回数の加算適用時期（例えば、４
月初旬、毎月第１期間等）の情報も必要に応じてマニュアル入力する。そして、作成する
回答例情報の項目は、前記第６の実施の形態における項目と同様であるが、利用ポイント
の項目が追加される。なお、該利用ポイントの項目は作成時に設定することはできない。
【０１３１】
次に、作成した回答例情報をコール受付システムの問合せ情報管理サーバ２０（図１）の
回答例データベース２３に事前に登録（追加又は更新）する。そして、すでに登録されて
いる回答例情報を利用し更新する場合については、回答例データベース２３でカウントし
ている利用回数情報が新しく登録（上書き）された回答例情報に引き継がれる。
【０１３２】
次に、必要に応じて利用ポイントの加算処理を実行して大小比較を行い、一般情報を昇順
に並べ替え（並べ替えを省略してもよい。）、一般例情報の表示優先順位を再設定する。
【０１３３】
次に、電話受付時の動作について説明する。なお、受付で利用された回答例情報の今期間
利用回数に１を加算するまでの動作については、前記第６の実施の形態における動作と同
様であるので、その後の動作について説明する。
【０１３４】
この場合、問合せ情報管理サーバ２０は各種設定情報データベース２４から回答例情報の
利用頻度を計る特定期間を取得し、該特定期間の満了時に回答例データベース２３の各回
答例情報毎に記録されている利用回数の２期間平均利用回数と今期間利用回数とを各回答
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例情報毎に合計し、その平均値を算出（２で除算）する。そして、２期間平均利用回数の
欄を上書きして更新し、今期間利用回数を０にする。
【０１３５】
次に、回答例情報毎に記録されている加算適用時期を取得し、該当する時期であるか否か
を判断し、該当する時期である場合は、回答例情報毎に記録されている加算ランクを認識
し、別管理の加算利用回数ファイル２５を参照し、認識した加算ランクに適用される加算
利用回数を先に算出した平均値に加算する。そして、その結果を利用ポイントの欄に上書
きして更新する。また、該当する時期でない場合は、先に算出した２期間平均利用回数を
利用ポイントの欄に上書きして更新する。さらに、並行して利用ポイント及び２期間平均
利用回数の全体の平均利用回数、最大利用回数等も合わせて算出する。また、その後の動
作については前記第６の実施の形態と同様であるので説明を省略する。
【０１３６】
次に、図９に示されるステップについて説明する。
ステップＳ１２１　管理者等は回答例情報、すなわち、要注目情報及び一般情報を作成し
、加算利用回数ファイル２５を設定する。なお、一般情報の加算適用時期及び加算ランク
を設定することができるようになっている。また、加算ランクに連携する加算利用回数も
設定することができる。
ステップＳ１２２　作成した要注目情報及び一般情報を問合せ情報管理サーバ２０の回答
例データベース２３に登録する。同時に加算利用回数ファイル２５の更新も行う。
ステップＳ１２２－１　回答例データベース２３は、利用回数情報の引継を行う。
ステップＳ１２２－２　利用ポイントの加算処理を実行して大小比較を行い、一般情報を
昇順に並べ替え、一般情報の表示優先順位を再設定する。
ステップＳ１２３　顧客９０はコール受付センタ１０に問合せの電話をかける。
ステップＳ１２４　コール受付センタ１０のオペレータは電話を受け、オペレータ端末４
０の電話問合せの受付開始の操作を行う。
ステップＳ１２５　オペレータ端末４０は受付入力部１０１を表示する。
ステップＳ１２６　要注目情報を検索する。
ステップＳ１２７　要注目情報を要注目情報表示部１０２に表示する。
ステップＳ１２８　オペレータは要注目情報の一覧を参照し、要注目情報に該当する事例
が存在するか否かを確認する。
ステップＳ１２９　要注目情報の詳細情報を確認し、顧客９０へ回答する。
ステップＳ１３０　確認した要注目情報の貼付を指示する。
ステップＳ１３１　受付入力部１０１に要注目情報を転記する。
ステップＳ１３２　問合せの入力完了操作を行う。
ステップＳ１３３　受け付けた問合せの内容を問合せデータベース２１に登録する。
ステップＳ１３４　回答例情報の今期間利用回数に１を加算する。
ステップＳ１３５　特定期間が満了した後、２期間平均利用回数を算出して更新し、加算
適用時期及び加算ランクを確認し、加算対象の回答例情報の場合、２期間平均利用回数に
加算ポイントを加算し、利用ポイント欄を更新し、加算対象でない回答例情報の場合は２
期間平均利用回数をそのまま転記して更新し、今期間利用回数を０にするとともに、全体
平均利用回数及び最大利用回数を算出する。
ステップＳ１３６　一般情報を利用回数で昇順に並べ替える。
ステップＳ１３７　並べ替えた順に表示優先順位を表示最優先の要注目情報より低い値で
割り当て、その結果を回答例情報の表示優先順位に設定し、更新する。
【０１３７】
このように、本実施の形態においては、加算適用時期だけ加算利用回数が加算され、その
結果で表示優先順位を決定するようになっているので、表示順位を正確に制御することが
できる。したがって、オペレータが顧客９０に対応する時に適正な要注目情報を推奨表示
することができるので、問合せ業務の効率化、要注目情報検索の的確化を図ることができ
る。
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【０１３８】
次に、本発明の第８の実施の形態について説明する。なお、本実施の形態におけるコール
受付システムの構成については、前記第１の実施の形態におけるコール受付システムの構
成と同様であるので、図１及び２を援用して説明する。
【０１３９】
ところで、前記第２～７の実施の形態においては、平均利用回数の算出が必要になり、回
答例情報の利用頻度（貼付流用回数）に依存する。そして、各オペレータが回答例情報を
参照しながらも、貼付機能を利用せずにマニュアル入力やカット及びペーストでの貼付を
行った場合は、利用回数としてカウントされない。このような場合が多発すると、実際の
利用頻度の実態とは異なる表示優先順位となってしまうことになる。また、季節や時期に
合わせて優先的に表示させたい回答例情報も多数存在する。そこで、本実施の形態におい
ては、各回答例情報に優先表示したい時期（又は期間）、及び、その時期に加算するポイ
ント、すなわち、加点を設定するようになっている。
【０１４０】
この場合、回答例情報の管理情報として、優先表示時期と加点の項目とを対で複数個保有
することができるようにしたり、年間スケジュールによって時期ごとに加点することがで
きるようにしたりし、また、表示優先順位を決めるための表示順位決定ポイントの項目を
用意する。
【０１４１】
そして、問合せ情報管理サーバ２０は表示優先順位の見直し時期の度に各回答例情報の優
先表示時期とその加点とを照会し、表示優先順位の値に加点したものを表示順位決定ポイ
ントに記録し、その大小比較によって表示優先順位を決定する。この方法においては、利
用回数に依存せず、かつ、その表示時期に適切な回答例情報を表示することができる。な
お、本実施の形態におけるシステムに前記第２～４の実施の形態におけるシステムを併存
させて対応するようにしてもよい。
【０１４２】
次に、前記構成のコール受付システムの動作について説明する。この場合、年間スケジュ
ールに基づいて定められた時期毎に加点して表示優先順位を決定する場合の動作について
説明する。なお、本実施の形態におけるコール受付システムの動作については、前記第１
及び４の実施の形態におけるコール受付システムの動作とほぼ同様であるので、前記第１
及び４の実施の形態の動作と異なる動作についてだけ説明する。
【０１４３】
図１０は本発明の第８の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【０１４４】
まず、事前作業の動作について説明する。
【０１４５】
この場合、管理者は要注目情報及び一般情報を作成しておく。なお、一般情報においては
、優先表示したい時期について各回答例情報にある年間スケジュールの項目における該当
する欄に加点情報を入力する。また、前記加点は複数の欄に異なった加点数を入力しても
よい。
【０１４６】
そして、作成する回答例情報の項目は、前記第４の実施の形態における２期間平均利用回
数及び今期間利用回数の項目を削除し、年間スケジュール及び加点の項目が追加される。
なお、この項目は、優先表示時期と加点の項目とを対で複数個保有する対応としてよい。
また、表示優先順位を決めるための表示順位決定ポイントの項目も追加される。なお、加
点の項目は前記第６の実施の形態と同様にランクにし、別ファイルの加点情報と連携する
ようにしてもよい。
【０１４７】
次に、作成した回答例情報を問合せ情報管理サーバ２０（図１）の回答例データベース２
３に事前に登録（追加又は更新）する。ここで、すでに登録されている回答例情報につい
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ては、各回答例情報の年間スケジュールと加点の項目欄とを照合し、今期間での加点の要
否を確認する。そして、加点が必要な場合は表示順位決定ポイントの欄に表示優先順位の
値にその加点を転記する。
【０１４８】
続いて、表示順位決定ポイントの大小比較を行い、一般情報を昇順に並べ替え（並び替え
を省略してもよい。）、回答例情報の表示優先順位を再設定する。
【０１４９】
次に、電話受付の動作について説明する。なお、受け付けた申告内容を問合せデータベー
ス２１に登録するまでの動作については、前記第１の実施の形態における動作と同様であ
るので、その後の動作について説明する。
【０１５０】
この場合、問合せ情報管理サーバ２０は各種設定情報データベース２４から回答例情報の
利用頻度を計る特定期間を取得し、その期間の満了時に表示順位決定ポイントを一旦０に
し、回答例データベース２３の各回答例情報毎に記録されている年間スケジュールに基づ
いて加算適用時期を取得し、該当する時期（加算時期）であるか否かを判断する。そして
、該当する時期である場合は、その加点を、表示順位決定ポイントの欄に転記する。
【０１５１】
次に、一般情報だけを抽出し、表示順位決定ポイントの大小比較を行い、昇順に並べ替え
る。なお、各回答例情報が表示順位情報を保持し、その情報を書き換えるようにすること
もできる。
【０１５２】
続いて、並べ替えた順に表示優先順位を要注目情報より低い値で割り当て、その結果を回
答例情報の項目の表示優先順位に上書きして更新する。なお、管理者等の回答例情報作成
時点で要注目情報と設定されているものについては、要注目情報表示部１０２（図２）の
表示優先順位の更新は行わない。
【０１５３】
次に、図１０に示されるステップについて説明する。
ステップＳ１４１　管理者等は要注目情報及び一般情報を作成する。また、年間スケジュ
ールを作成し、一般情報の加算時期の加点情報を入力する。
ステップＳ１４２　作成した要注目情報及び一般情報を問合せ情報管理サーバ２０の回答
例データベース２３に登録する。
ステップＳ１４２－１　回答例データベース２３は、利用回数情報の引継を行う。
ステップＳ１４２－２　年間スケジュールをチェックし、表示順位決定ポイントを更新す
る。
ステップＳ１４２－３　表示順位決定ポイントの大小比較を行い、一般情報を昇順に並べ
替え、一般情報の表示優先順位を再設定する。
ステップＳ１４３　顧客９０はコール受付センタ１０に問合せの電話をかける。
ステップＳ１４４　コール受付センタ１０のオペレータは電話を受け、オペレータ端末４
０の電話問合せの受付開始の操作を行う。
ステップＳ１４５　オペレータ端末４０は受付入力部１０１を表示する。
ステップＳ１４６　要注目情報を検索する。
ステップＳ１４７　要注目情報を要注目情報表示部１０２に表示する。
ステップＳ１４８　オペレータは要注目情報の一覧を参照し、要注目情報に該当する事例
が存在するか否かを確認する。
ステップＳ１４９　要注目情報の詳細情報を確認し、顧客９０へ回答する。
ステップＳ１５０　確認した要注目情報の貼付を指示する。
ステップＳ１５１　受付入力部１０１に要注目情報を転記する。
ステップＳ１５２　問合せの入力完了操作を行う。
ステップＳ１５３　受け付けた問合せの内容を問合せデータベース２１に登録する。
ステップＳ１５４　特定期間が満了した後、年間スケジュールをチェックし、表示順位決
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定ポイントを更新する。
ステップＳ１５５　一般情報を表示順位決定ポイントで昇順に並べ替える。
ステップＳ１５６　並べ替えた順に表示優先順位を表示最優先の要注目情報より低い値で
割り当て、その結果を回答例情報の表示優先順位に設定し、更新する。
【０１５４】
このように、本実施の形態においては、優先表示時期と加点の項目とを対で複数個保有す
ることができたり、あるいは、時期的又は季節的な要因を考慮してあらかじめ作成された
年間スケジュールに基づいて、定められた時期毎に加点して表示優先順位を決定するよう
になっている。そのため、利用回数カウントが正確でなくても、回答例情報を作成した管
理者等の意図の通りの優先順位で回答例情報を表示することができる。なお、本実施の例
において回答例情報に固定の表示順位決定ポイントを付与しておき、そのポイントの加算
あるいは加算分の減算を行う対応としてもよい。
【０１５５】
次に、本発明の第９の実施の形態について説明する。なお、本実施の形態におけるコール
受付システムの構成については、前記第１の実施の形態におけるコール受付システムの構
成と同様であるので、図１及び２を援用して説明する。
【０１５６】
ところで、前記第１～８の実施の形態においては、要注目情報はその設定を手作業によっ
て変更しない限り要注目情報のままである。しかし、新商品の発表や、法律・制度・仕組
み等の変更などに対応した回答例情報はそれらを発表した直後、又は、変更された直後に
おいては、問合せは多いと思われるが、ある特定の時期を過ぎると問合せも激減すること
が多い。そして、前記第１～８の実施の形態においては、それらの時期を見ながら要注目
情報の設定を解除する変更が必要になってしまい、問合せ頻度等の状況のチェックや要注
目情報設定の変更などに手間がかかってしまう。そこで、本実施の形態においては、所定
の季節又は時期が経過すると優先順位の設定が解除されるようにするために、一定の指定
期間だけ要注目情報として設定しておき、指定期間が満了した後、２期間平均利用回数等
の大小に依存した優先順位で制御するようになっている。すなわち、要注目情報の失効管
理をすることができるようになっている。
【０１５７】
この場合、新しい回答例情報のお披露目的な表示を行うこともでき、一定期間に各オペレ
ータの手空き時間にその内容を確認することができ、かつ、一定期間が経過した後（要注
目情報期限超過後）に利用回数による優先順位に自動的に切り換えることができる。
【０１５８】
次に、前記構成のコール受付システムの動作について説明する。なお、本実施の形態にお
けるコール受付システムの動作については、前記第１及び４の実施の形態におけるコール
受付システムの動作とほぼ同様であるので、前記第１及び４の実施の形態の動作と異なる
動作についてだけ説明する。
【０１５９】
図１１は本発明の第９の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【０１６０】
まず、事前作業の動作について説明する。
【０１６１】
この場合、管理者は要注目情報及び一般情報を作成しておく。なお、一般情報については
、２期間平均利用回数を必要に応じてマニュアルで入力する。
【０１６２】
そして、作成する回答例情報の項目には、回答例情報の絞り込みのキーとなる区分情報と
、回答例情報の属性（カテゴリー）を示す属性情報（例えば、属性グループ、カテゴリー
区分等）、模範回答となる問合せ内容（申告内容）と回答、回答例情報の注目度の高さ又
は利用頻度の高さを示す要注目情報区分、入力用画面１００（図２）の要注目情報表示部
１０２への表示優先順位、補足メモ、管理番号、更新日、作成者、２期間平均利用回数、
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今期間利用回数等のほかに、要注目情報区分有効期間（又は期限）の項目が追加されてい
る。
【０１６３】
次に、作成した回答例情報を問合せ情報管理サーバ２０（図１）の回答例データベース２
３に事前に登録（追加又は更新）する。そして、すでに登録されている回答例情報を利用
し更新する場合についてはその回答例データベース２３でカウントしている利用回数情報
が新しく登録（上書き）された回答例情報に引き継がれる。
【０１６４】
続いて、２期間平均利用回数の大小比較を行い、一般情報を昇順に並べ替え（並び替えを
省略してもよい。）、一般情報の表示優先順位を再設定する。
【０１６５】
次に、電話受付時の動作について説明する。なお、受付で利用された回答例情報の今期間
利用回数に１を加算するまでの動作については、前記第４の実施の形態における動作と同
様であるので、その後の動作について説明する。
【０１６６】
この場合、問合せ情報管理サーバ２０は各種設定情報データベース２４から回答例情報の
利用頻度を計る特定期間を取得し、該特定期間の満了時に回答例データベース２３の各回
答例情報毎に記録されている利用回数の２期間平均利用回数と今期間利用回数とを各回答
例情報毎に合計する。そして、その平均値を算出（２で除算）し、その結果を２期間平均
利用回数の欄に上書きして更新し、今期間利用回数を０にする。さらに、並行して全体平
均利用回数、最大利用回数等も合わせて算出する。
【０１６７】
続いて、要注目情報をチェックし、要注目情報区分の有効期間を確認し、有効性が失効し
ている要注目情報については要注目情報の設定を解除し、一般情報として再設定する。次
に、一般情報だけを抽出し、更新された２期間平均利用回数の大小比較を行い、大きい、
すなわち、昇順に並べ替える。なお、ここでは並び替えを行う方法としているが各回答例
情報に表示順位情報を保持し、その情報を書き換えるのみの対応としてもよい。
【０１６８】
続いて、並べ替えた順に表示優先順位を要注目情報より低い値で割り当て、その結果を回
答例情報の項目の表示優先順位に上書きして更新する。なお、管理者が回答例情報を作成
する時点で要注目情報として設定されているものについては、要注目情報表示部１０２へ
の表示優先順位の更新は行わない。また、要注目情報区分有効期間については作成時に未
設定の場合、あらかじめ設定されている期間を自動的に付与するようにしてもよい。
【０１６９】
次に、図１１に示されるステップについて説明する。
ステップＳ１６１　管理者等は要注目情報及び一般情報を作成する。また、要注目情報に
ついては要注目情報区分有効期間を設定する。なお、一般情報の２期間平均利用回数は任
意に設定することができるようになっている。
ステップＳ１６２　作成した要注目情報及び一般情報を問合せ情報管理サーバ２０の回答
例データベース２３に登録する。
ステップＳ１６２－１　回答例データベース２３は、利用回数情報の引継を行う。
ステップＳ１６２－２　２期間平均利用回数の大小比較を行い、一般情報を昇順に並べ替
え、一般情報の表示優先順位を再設定する。
ステップＳ１６３　顧客９０はコール受付センタ１０に問合せの電話をかける。
ステップＳ１６４　コール受付センタ１０のオペレータは電話を受け、オペレータ端末４
０の電話問合せの受付開始の操作を行う。
ステップＳ１６５　オペレータ端末４０は受付入力部１０１を表示する。
ステップＳ１６６　要注目情報を検索する。
ステップＳ１６７　要注目情報を要注目情報表示部１０２に表示する。
ステップＳ１６８　オペレータは要注目情報の一覧を参照し、要注目情報に該当する事例
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が存在するか否かを確認する。
ステップＳ１６９　要注目情報の詳細情報を確認し、顧客９０へ回答する。
ステップＳ１７０　確認した要注目情報の貼付を指示する。
ステップＳ１７１　受付入力部１０１に要注目情報を転記する。
ステップＳ１７２　問合せの入力完了操作を行う。
ステップＳ１７３　受け付けた問合せの内容を問合せデータベース２１に登録する。
ステップＳ１７４　回答例情報の今期間利用回数に１を加算する。
ステップＳ１７５　特定期間が満了した後、２期間平均利用回数を算出し、今期間利用回
数を０にするとともに、全体平均利用回数及び最大利用回数を算出する。
ステップＳ１７６　要注目情報の有効期間を確認し、有効性が失効している要注目情報に
ついては要注目情報の設定を解除し、一般情報として再設定する。
ステップＳ１７７　一般情報を利用回数で昇順に並べ替える。
ステップＳ１７８　並べ替えた順に表示優先順位を表示最優先の要注目情報より低い値で
割り当て、その結果を回答例情報の表示優先順位に設定し、更新する。
【０１７０】
このように、本実施の形態においては、一定の指定期間だけ要注目情報として設定してお
き、指定期間が満了した後、２期間平均利用回数等の大小に依存した優先順位で制御する
ようになっている。すなわち、要注目情報の失効管理ができるようになっている。そのた
め、新商品の発表や、法律・制度・仕組み等の変更などに対応した回答例情報は、問合せ
が多く、最も必要とされる時期である前記新商品の発表や、法律・制度・仕組み等の変更
直後の時期にだけ要注目情報として優先表示される。そして、前記時期が経過して、問合
せが激減すると想定される時期に、自動的に要注目情報設定が解除される。したがって、
オペレータ端末４０の表示装置に時期に適していない要注目情報が表示されることを自動
的に回避することができる。
【０１７１】
また、前記第１～８の実施の形態においては、問合せ頻度等の状況のチェックによる要注
目情報設定の適正チェックや、要注目情報設定の有効期間の適正時期超過後の要注目情報
設定の解除は手操作によって行われるようになっているが、本実施の形態においては、そ
の手間を省くことができる。
【０１７２】
さらに、新しい回答例情報のお披露目的な表示を行うこともでき、一定期間に各オペレー
タが手空き時間にその内容を確認することができ、また、一定期間が経過した後に利用回
数による優先表示に自動切り換えすることができる。
【０１７３】
次に、本発明の第１０の実施の形態について説明する。なお、本実施の形態におけるコー
ル受付システムの構成については、前記第１の実施の形態におけるコール受付システムの
構成と同様であるので、図１及び２を援用して説明する。
【０１７４】
ところで、前記第９の実施の形態においては、要注目情報区分有効期間をマニュアルによ
って設定し、その設定値の超過によって要注目情報区分設定を自動解除するようになって
いるが、その要注目情報区分有効期間を判断することは難しく、設定が難しくなってしま
う。そこで、本実施の形態においては、利用回数の２期間平均利用回数と今期間利用回数
とを対比し、閾（しきい）値以上利用回数が低下したもの、又は、割合対比を行って閾値
として設定されている割合から算出した利用回数よりも利用回数が低下したもの、あるい
は今期間利用回数が閾値以下になったものについて、自動的にその要注目情報設定を解除
するようになっている。
【０１７５】
また、管理者に要注目情報設定の自動解除を行ったことを通知するシステムを設けること
により、要注目情報の更新状態を把握することができ、要注目情報を次回の更新に役立て
ることができる。なお、構成については前記第８の実施の形態と同様であるが、本実施の
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形態においては、閾値情報を管理し、利用回数状況が閾値以下であるか否かを判断し、以
下である場合は一般情報にする機能が追加された点、要注目情報設定が解除されたことを
電子メール等によって管理者に通知する機能が追加された点、及び、回答例情報の管理項
目として要注目情報区分有効期間が不要（解除される。）となる点が異なる。
【０１７６】
なお、要注目情報の更新時に、要注目情報区分の項目をすでに登録されている回答例情報
の管理項目を優先するか、上書きする回答例情報の管理項目を優先するかは、システムで
設定することができるようになっている。
【０１７７】
次に、前記構成のコール受付システムの動作について説明する。なお、本実施の形態にお
けるコール受付システムの動作については、前記第１及び９の実施の形態におけるコール
受付システムの動作とほぼ同様であるので、前記第１及び９の実施の形態の動作と異なる
動作についてだけ説明する。
【０１７８】
図１２は本発明の第１０の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である
。
【０１７９】
まず、事前作業の動作について説明する。
【０１８０】
この場合、管理者は要注目情報及び一般情報を作成しておく。なお、一般情報は、２期間
平均利用回数を必要に応じてマニュアルで入力される。
【０１８１】
そして、作成する回答例情報の項目は、区分情報（絞り込みキー情報）、属性情報（例え
ば、属性グループ、カテゴリー区分等）、模範回答となる問合せ内容（申告内容）と回答
、回答例情報の注目度の高さ又は利用頻度の高さを示す要注目情報区分、入力用画面１０
０（図２）の要注目情報表示部１０２への表示優先順位、補足メモ、管理番号、更新日、
作成者、２期間平均利用回数、今期間利用回数等である。なお、前記第９の実施の形態に
おける要注目情報区分有効期間（又は期限）の項目は削除される。次に、要注目情報設定
解除の判断値となる利用回数に係る閾値情報を別管理の閾値ファイル２６に入力する。
【０１８２】
続いて、作成した回答例情報を問合せ情報管理サーバ２０（図１）の回答例データベース
２３に事前に登録（追加又は更新）する。そして、すでに登録されている回答例情報を利
用し更新する場合については、その回答例データベース２３でカウントしている利用回数
情報が新しく登録（上書き）された回答例情報に引き継がれる。また、要注目情報区分解
除分の設定引継は、システム設定において必要としている場合、実施される。さらに、閾
値ファイル２６の更新も合わせて行われる。
【０１８３】
次に、２期間平均利用回数の大小比較を行い、一般情報を昇順に並べ替え（並替を省略し
てもよい。）、一般情報の表示優先順位を再設定する。
【０１８４】
次に、電話受付時の動作について説明する。なお、受付で利用された回答例情報の今期間
利用回数に１を加算するまでの動作については、前記第９の実施の形態における動作と同
様であるので、その後の動作について説明する。
【０１８５】
この場合、問合せ情報管理サーバ２０は各種設定情報データベース２４から回答例情報の
利用頻度を計る特定期間を取得し、該特定期間の満了時に、要注目情報について回答例デ
ータベース２３の各回答例情報毎に記録されている利用回数の２期間平均利用回数と今期
間利用回数とを対比し、閾値ファイル２６にある要注目情報設定解除の要否を判断する。
そして、要注目情報設定解除が必要であるものについては要注目情報設定を解除する。
【０１８６】
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次に、すべての回答例情報について回答例データベース２３の各回答例情報毎に記録され
ている利用回数の２期間平均利用回数と今期間利用回数とを各回答例情報毎に合計する。
そして、その平均値を算出（２で除算）し、その結果を２期間平均利用回数の欄に上書き
して更新し、今期間利用回数を０にする。さらに、並行して全体平均利用回数、最大利用
回数等も合わせて算出する。
【０１８７】
その後の動作については、前記第９の実施の形態と同様であるので、説明を省略する。
【０１８８】
最後に、要注目情報設定が解除された回答例情報については、解除された回答例情報の管
理番号及び解除実施完了の情報を併せて管理者端末５０に電子メールで通知する。
【０１８９】
次に、図１２に示されるステップについて説明する。
ステップＳ１８１　管理者等は要注目情報及び一般情報を作成し、閾値ファイル２６を設
定する。なお、一般情報２期間平均利用回数は任意に設定することができるようになって
いる。
ステップＳ１８２　要注目情報設定解除用の閾値を別管理の閾値ファイル２６に設定する
。
ステップＳ１８３　作成した要注目情報及び一般情報を問合せ情報管理サーバ２０の回答
例データベース２３に登録する。同時に閾値ファイル２６の更新も行う。
ステップＳ１８３－１　回答例データベース２３は、利用回数情報の引継を行い、閾値フ
ァイル２６を更新する。また、要注目情報区分解除分の設定引継が必要である場合は設定
引継を行う。
ステップＳ１８３－２　２期間平均利用回数の大小比較を行い、一般情報を昇順に並べ替
え、一般情報の表示優先順位を再設定する。
ステップＳ１８４　顧客９０はコール受付センタ１０に問合せの電話をかける。
ステップＳ１８５　コール受付センタ１０のオペレータは電話を受け、オペレータ端末４
０の電話問合せの受付開始の操作を行う。
ステップＳ１８６　オペレータ端末４０は受付入力部１０１を表示する。
ステップＳ１８７　要注目情報を検索する。
ステップＳ１８８　要注目情報を要注目情報表示部１０２に表示する。
ステップＳ１８９　オペレータは要注目情報の一覧を参照し、要注目情報に該当する事例
が存在するか否かを確認する。
ステップＳ１９０　要注目情報の詳細情報を確認し、顧客９０へ回答する。
ステップＳ１９１　確認した要注目情報の貼付を指示する。
ステップＳ１９２　受付入力部１０１に要注目情報を転記する。
ステップＳ１９３　問合せの入力完了操作を行う。
ステップＳ１９４　受け付けた問合せの内容を問合せデータベース２１に登録する。
ステップＳ１９５　回答例情報の今期間利用回数に１を加算する。
ステップＳ１９６　特定期間が満了した後、要注目情報の利用回数減の閾値との対比を行
い、閾値超過の回答例情報については要注目情報の設定を解除し、一般情報として再設定
する。そして、２期間平均利用回数を算出し、今期間利用回数を０にするとともに、全体
平均利用回数及び最大利用回数を算出する。
ステップＳ１９７　一般情報を利用回数で昇順に並べ替える。
ステップＳ１９８　並べ替えた順に表示優先順位を表示最優先の要注目情報より低い値で
割り当て、その結果を回答例情報の表示優先順位に設定し、更新する。
ステップＳ１９９　要注目情報設定が解除された回答例情報については、解除された回答
例情報の管理番号及び解除実施完了の情報を併せて管理者端末５０に電子メールで通知す
る。
【０１９０】
このように、本実施の形態においては、要注目情報の設定解除が利用回数に基づいて行わ
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れるようになっている。そのため、要注目情報設定解除の行為の信頼性を向上させること
ができ、また、要注目情報利用期間等の設定値を考えたり、設定したりする必要がなくな
り、回答例情報の更新作業、新規追加作業等の効率化を図ることができる。
【０１９１】
また、管理者端末５０への通知機能によって、要注目情報設定解除の更新状況も管理者が
把握することができるので、以降の回答例情報更新作業に反映させることができる。
【０１９２】
なお、本発明は前記実施の形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨に基づいて種々
変形させることが可能であり、それらを本発明の範囲から排除するものではない。
【０１９３】
【発明の効果】
以上詳細に説明したように、本発明によれば、オペレータの作業負担が少なく、顧客に対
する回答が速く、コールセンタにおける業務効率及び業務の質が向上する。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施の形態におけるコール受付システムの構成を示す概念図であ
る。
【図２】本発明の第１の実施の形態におけるオペレータ端末の表示装置の表示画面の例を
示す図である。
【図３】本発明の第１の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【図４】本発明の第２の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【図５】本発明の第３の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【図６】本発明の第４の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【図７】本発明の第５の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【図８】本発明の第６の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【図９】本発明の第７の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である。
【図１０】本発明の第８の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である
。
【図１１】本発明の第９の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図である
。
【図１２】本発明の第１０の実施の形態におけるコール受付システムの動作を示す図であ
る。
【符号の説明】
２０　　問合せ情報管理サーバ
２３　　回答例データベース
４０　　オペレータ端末
１０１　　受付入力部
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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